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第３期豊後大野市集中改革プランについて

 

  第３期豊後大野市集中改革プランは、１５年を計画期間（H 17～H 31）として行政改革の指針をまとめた豊後大野市 

 

 行政改革大綱に基づき、３半期（５年ごと）の第３期目である平成２７年度から平成３１年度までの５年間を計画期間 

 

 とし、上水道事業及び病院事業以外の特別会計を含んだ事業について、行政改革の集中的かつ効果的な取組について示 

 

 しています。 

 

  本市では、第３期集中改革プラン策定にあたって、平成２６年度の中期財政収支の試算である中期財政計画において、 

 

 計画的な財政運営を進める現行の地方財政制度を前提に、現時点で想定される事業費や一定の条件を加味し、平成３６ 

 

 年度までの１０年間について歳入、歳出の財政見通しの試算を行いました。 

 

  中期財政計画による今後の財政見通しは、平成２７年度から始まる普通交付税の合併算定替から一本算定への移行に 

 

 よる縮減が大きな要因となり、平成２６年度決算見込み額との比較で、歳入の経常一般財源総額が平成３１年度には、 

 

 約３１・２億円の減少となる厳しい状況を推計しました。 

 

  第３期プランの最終年度となる、平成３１年度の中期財政計画の推計は、決算ベースで４．２億円、経常一般財源 

 

 ベースで２億円の赤字になると見込まれ、経常収支比率は１０１．５％と推計しました。 

 

  このような結果を踏まえ、平成３１年度決算で、「経常収支比率１００％以内」を目指し、さらなる行財政改革を 

 

 進めていきます。そのために、「①総人件費を4億円削減」、「②安易な起債を制限し、適正な起債計画の実施に努める 

 

 ことにより、起債残高を60億円減額」、「③その他の経費については、事務事業の優先順位を設定し、歳入の減額に応 

 

 じた選択と集中による予算総額の縮減」という具体的な削減目標を定め、効果的・効率的な財政運営に努めるとともに、 

 

 将来にわたり持続可能な行財政基盤の確立を図ります。 



（単位：千円、％、ｐｔ）
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第１期 第２期 第１期・２期・３期

項　　　目 H16 H17 H18 H19 H20 H26 H26-H21 H27 H28-H26 H28-H16H24 H25

第３期
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■職員数の推移 （単位：人）

■人件費の推移 （単位：百万円）

■退職者と新規採用者の推移 （単位：人）

【進捗状況】 （単位：千円）

※ 退職者には市民病院、常楽荘、清川診療所、消防本部への人事異動は含まない

※ 地方公共団体定員管理調査とは、算出方法が異なる。

※　行政職員→病院事務、派遣、出向等を含み県からの派遣を除く。消防職員→出向を含む

※　地方公共団体定員管理調査とは、算出方法が異なる。

12

9

3

23

4

15

4

-17 

-219 

2

6

総人件費 400,000
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項　　目

累　　計 -23 -110 -132 -148 

-16 -8 -17 -12 -17 増　　減 -23 -15 -22 

1 1 1 3 1そ　の　他 3 3 1

1

勧奨（早期）退職 23 14 19 18 10 18 14 22

9 7 5 2 3

24

定年退職 3 6

7 5 1 3 2消　防　職 6 5 4

退　職　総　数 19 29 23 29 26 16 21 20

5 4

10 8 4 8 7新　規　採　用 6 8 7

行　政　職 0 3 3 3 3 3 5

第３期集中改革プラン（抜粋） 合併以降の主要な取組及び実績
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行政職、消防職、嘱託、臨時職員の推移 
１．総人件費削減からの方策 

〔主要な取り組み〕・・・職員総数の適正化 

 人件費については、これまでの積極的な取組によって、おおむね順調に削減が 

図られているものの、その削減は今後とも本市における行政改革の最大の柱であ 

ることから第２期プランと同様に早期退職勧奨の基準を設け、引き続き積極的な 

削減に努めます。 

  ①  早期退職勧奨の継続・・・45歳以上又は、勤続20年以上の者  

  ②  新規採用枠の制限  ・・・原則毎年3名採用の継続  

  

〔主要な取組〕・・・ 職員給与等の見直し  

 総職員数の削減に取り組む一方、諸手当等の見直しを引き続き行うとともに、 

国の指針に沿った給与制度の総合的見直し等により、適正なラスパイレス指数を 

目指す取組を行います。  

  ①  給与制度の総合的見直し  

  ②  各種手当の見直し  

  

〔主要な取組〕・・・報酬の削減  

 報酬の削減については、事務事業の見直しや民営化、業務の外部委託等を 

行うことで、各職場に配置されている嘱託職員の削減を図っていきます。  

 また、市の附属機関である各種委員会を見直し委員数の削減に努めます。  

  ①  嘱託職員の削減  ･･･  多くの嘱託職員を配置する職場の見直し    
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人件費の推移 

人件費 

職員給 

退職手当 

その他の人件費 

【出先機関】 ※ 以下を出先機関と設定 

   ＣＡＴＶ（大野情報センター）、県央空港、エイトピア、朝倉記念館、神楽会館 

   清川診療所、清掃センター、白鹿浄化センター、葬斎場、隣保館 

   保育所、へき地保育所、児童館、ひなたぼっこ、常楽荘 
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■第３期プランの実績（公債費発行額） （単位：千円）

■第３期プランの実績（起債残高）（単位：千円） 【進捗状況】 （単位：千円）

■年度末積立基金の状況 （単位：千円）

※　主な特定目的基金に「地域振興基金」「公共施設整備基金」「子ども医療費助成基金」等がある

■公債費等の実績 （単位：百万円）

■起債残高及び基金造成の状況 （単位：百万円）

Ｈ 27

2,369,200

Ｈ 27

26,380,252

特定目的 2,761,998 3,204,572 10,722,899

財政調整 1,444,566 1,444,880 6,768,619

削減実績

公債費発行額 2,970,200

Ｈ17

11,580,496

計 5,267,329 5,910,362 19,289,738 19,358,803

5,975,805

減　　　債 1,060,765 1,260,910 1,798,220 1,802,502

H28

第３期集中改革プラン（抜粋） 合併以降の主要な取組及び実績

2,466,897

項　　目 Ｈ 26 Ｈ 28 実績（H26-H28）

Ｈ 26 Ｈ 28 起債残高の減 6,000,000

進捗率（％） 41.1%

1,286,800 4,257,000

H27

27,163,155 24,696,258

項目 Ｈ16

２．公債費削減からの方策 
 公債費については、「東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る 

地方債の特例に関する法律の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 36 号） 

」の施行により、後年度に普通交付税措置のある合併特例債の発行期間が、 

本市では、平成26年度から平成31年度へ延長されました。また、「市町村建 

設計画」に基づき公共的施設の統合整備事業として既存施設の除去（解体） 

を行う場合は、「公共施設等総合管理計画」に基づくものであれば合併特例 

債を活用できることとされ、平成 26 年度中に「大野郡５町２村合併後の新 

市まちづくり計画」の一部変更及び「豊後大野市公共施設等総合管理計画」 

の策定を行い、既存施設の解体費についても、合併特例債の活用を図ること 

としました。  

 これまで繰上償還、起債シーリングの徹底により、起債残高は確実な減額 

が図られてきました。今後とも、後年度負担の軽減を図るため、普通交付税 

により100％財源措置される臨時財政対策債、事業実施が必要な災害復旧事 

業債を除き、安易な起債を制限するとともに、適正な起債計画の実施に努め 

ます。  

  

  ①  優良債の活用（施設解体費に合併特例債を活用）  

  ②  安易な起債を制限し、適正な起債計画の実施  
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公債費等の推移 公債費 

発行額 

発行額 

（除臨財債） 
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起債残高と基金造成の状況 

（棒グラフの項目） 

※ 以下の順番 

 ・減債基金 

 ・財政調整基金 

 ・特定目的基金 
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■廃止施設の見直し状況（H29.10.31時点）

■公共施設の見直し方針（＝第３次公表）

※　一部、閉鎖、転用等を含む

■民営化・外部委託の状況

【民営化】

①養護老人ホーム「常楽荘」・・・（平成21年4月～）

②国民健康保険直営「清川診療所」・・・（平成23年4月～）

③保育園（所）・・・（平成24年4月～）

・三重東保育所、牧口保育所、朝地保育園、犬飼保育園

④へき地保育園・・・（平成24年4月～閉鎖）

⑤長湯憩いの家（平成23年6月～）

【外部委託】

※　建物及び機能の集計は公表リストより抜粋。ただし、併記の方向性については、いずれかにカウント ①包括支援センター（平成21年4月～）

②ＣＡＴＶ番組制作一部外部委託（平成26年4月～）

③清掃センター収集及び運搬業務の完全委託（平成26年5月～）

36.4

4 100.0

そ
の
他

 共同墓地 2 0 0.0

 納骨堂

92.914 13

1

8 100.0

2

8

4

8

113 69.3

3 3 100.0

 ホテル・旅館 1 1 100.0
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計

 児童館・児童クラブ/その他

医
療
・
社
会
福
祉

 診療所等

118 116 98.3

77.3 484,168

318,379

13 13 100.0

64.3

5 5

 保育所/へき地保育所

159 167,302

1,713

 保健センター等

155,792計 13,515

15,081

785

56.4 9,997 152,074

 老人憩いの家/軽作業所

0.0

100.0

72.8 189,186

137,680

8,292 22,098

13,141

0 40165,966

157,674

 養護老人ホーム/グループホーム

100.0

100.0 2,578 622

322 651,470

320,092 直　　　営

1,755 廃 止 等 6 6

169,307 指定管理 41 41

162,071 廃 止 等 163 92

そ　の　他　施　設 9 5,064

109 直　　　営 2 0

3,200 指定管理 1 1

 文化財関連トイレ/その他

77.8 2,578

100.0 0 1,755

569

0

3 2,486

109

100.0 50,920

15 61,405

4,016

存続率
（％）

25 27,509

3,046

 介護関連施設

30,390

5,669 100.0 5,100

22

50.0

46 58,067

586

2

25,013

2,932

47.1

23,894

100.0

31 31 100.0

35 13 37.1

直　　　営 44 44

医療・社会福祉施設 70 77,502

12,780 直　　　営

文 　教 　施 　設 81 247,253

産 業 振 興 施 設 58 44,606

廃 止 等

直　　　営

42,580

52,893 廃 止 等

11,829 指定管理

150,821

40

53,852

138,290

指定管理

廃 止 等

55 30 54.5 0 52,893

 公民館/地区館等

16,097

8,764

41,994

41.2 0

文
教

2 2 100.0 7,333 4,496

 学校給食共同調理場

32 2,754

-19,384 

81.61 1指定管理

指定管理 2

17 8

レク・スポーツ施設 55 108,325

施設数
管理費
（試算）
(千円）

分　　類

基　 盤 　施 　設 49 168,720

機能
存続数

H18 H31

20 20 100.0

91.4 17,097

10,878

17

削減額（試算）　H18－H31

廃 止 等 33 28 84.8 1,119

7

0.0

13,924 直　　　営

100.0

13 3 23.1

3 1 33.3

3 2 66.7

1 1 100.0

5

基
盤

 本庁・支所庁舎

 都市・一般公園/農村・河川公園

 通信施設

5

6 4

3

 農産物/林産物加工処理施設 7

産
業
振
興

 道の駅・里の駅/共同店舗 8 0

5

50.0 農産物直売所 2 1

3

7

100.0

3 60.0 一般公共用トイレ

 農林業関連集会施設

 観光施設/観光トイレ/その他

100.0

100.0

66.7

 常備消防

 記念館・美術館/歴史民族資料館

11 91.7 幼稚園/小学校/中学校 12

3

6

11

6 100.0

8 72.7

100.0

100.0

3

22

3

3 3

2

3 75.0

94,717 指定管理 30 30 100.0 89,861 4,856

 キャンプ場/河川プール

8 100.0

81.8 93,244

3,383

38

4,168 直　　　営 8

66.7

9,4409,440 廃 止 等

大分類／小分類 対象 実施済 進捗率（％）

合併以降の主要な取組及び実績

6 100.0

対応内訳 内　訳 内　訳

 その他グラウンド 1 1 100.0

管理費
（試算）
（千円）

施設数
管理費
(千円）

レ
ク
・
ス
ポ

 テニスコート/弓道場/馬術場 6

 体育館/武道場 4

建物
（＝方向性）

施設数

３．事務事業の見直しからの方策 

 厳しい財政状況の中であっても、市総合計画に掲げる施策を進めるためには、事業を一律に削減しては、市の将来像の実現に支障をきたすおそれ 

があります。このため事業の選択と集中を行う手段の一つとして行政評価を継続していく必要があります。行政評価の結果及び社会情勢、中期財政 

見通し等を踏まえ、具現化する重点施策を中心に市民生活に関わる喫緊の課題等について優先順位を加味した上で、事務事業等の取捨選択を行い、 

限られた財源の効率的・効果的な配分を行うこととします。  

 公共施設の見直しに関する指針は、平成26年度が終期となっていますが、原則として未達成施設については、実務的事項の精査、関係団体等との 

協議継続等あらゆる方策を再検討し、計画達成に向け継続することとします。  

 また、策定中の豊後大野市公共施設等総合管理計画は、今後の人口減少等を踏まえた長期的な視点から、公共施設及び道路・橋梁等のインフラ等 

の更新・統廃合・長寿命化を計画的に実施することにより、財政負担を軽減・平準化するもので、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する計 

画となります。この計画のうち、公共施設の統廃合等に関する内容については、公共施設の見直しに関する指針との整合が必要となります。  

 補助金等については、公益上の必要から創設されてきましたが、昨今の社会経済情勢の変化の中で、その必要性の度合いも変化してきました。補 

助金等は、全庁的な統一ルールとして策定された補助金等交付基準の適正な運用により、活動内容の精査などその必要性や公益性を再評価し、定期的 

な見直しによる逓減に努め、併せて補助団体の自助努力を促すことにより、財源の有効活用を図ることとします。  

 また、健全な財政運営よる取組を推進するため、市が財政状況に関わる情報を積極的に公表することにより、説明責任の向上に努めます。  

  

   ①  行政評価による事業の選択と集中及び事務の効率化  

   ②  公共施設の見直しに関する指針の継続と公共施設等総合管理計画との整合  

   ③  補助金等の見直し(逓減)  

   ④  財政状況の情報公開  
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■市税等滞納状況（不能欠損額を除く） （単位：千円）

□参考・・・企業会計滞納状況

■市税及び国保税の滞納状況 （単位：千円）（単位：千円）

■市税等特別滞納整理の状況 （単位：世帯、千円）

※H27出納閉鎖は熊本大分地震のため中止

566 7,305

Ｈ28

346,276

196,952

H28

件数 納付額

288 1,618

278 5,687

2,989

314,585

204,083

1,768

18,685

97,186

321,722

636,307

39,715

47,293

Ｈ28

149,324

28,703

5,304

17,335

6,064

88,846

87,555

1,291

606 6,199

Ｈ26

477,146

245,309

H26

件数 納付額

289 3,456

317 2,743

671 6,251 648 7,192 321

47,643

件数 納付額

37,123

市民病院 33,481 42,809 43,044 13,812

H27

件数 納付額

321 2,989

－ －

810合　計 683 9,478 719 7,242

上水道 11,607 14,680 15,611

出納閉鎖 360 9,075 329 2,930

項　目
H18 H22

8,599

年末 323 403 390 4,312

件数 納付額

206,107

国保、診療所 182,796 245,563 241,390 21,287

介護保険 8,633 13,308 13,266 10,052

後期高齢者 1,451 1,061 1,768

28,108

合　計 462,452 682,694 692,123 203,637

特
別
会
計 水道（４特会） 4,081 16,836 19,814 93,105

計 195,510 277,158 275,531 126,212

2,144 1,856

17,399 21,007 21,579 20,434

22,152

-3,610

使用料・手数料 17,086 61,668 73,225 71,760

住宅費 15,234 59,145 70,313 72,321

88,014 89,971 90,041

78,396 86,744 88,669 88,711

47,712

245,549 -9,155 

その他 1,399 609 933 4,665

給食費 7,109 18,163 18,644 10,226

うち国保税

500,765 -53,674 滞　納　額 399,950

CATV等 1,852 2,523 2,912 -561

貸付料等

79,329

-26,034

分担金・負担金

項目 H17 Ｈ22 Ｈ23 H28-H17

項　目

933 1,270 1,302 1,330

保育料 14,668 16,962 15,172 -9,364

23,176 35,734 34,749 5,527

51,322 52,918 52,916

H18 Ｈ22 H28-H18

266,942 405,536 416,592

459 5,727 375 4,497 364 5,128

297,385 300,724 297,591 297,167

716,357 706,364 695,020 666,089

18,925 34,521

2,740 3,126

351 2,872 296 1,754 284 2,064

H23 H24 H25

件数 納付額 件数 納付額 件数 納付額

第３期集中改革プラン（抜粋）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

254,619 233,556 231,837 201,180

一
般
会
計

市税等 175,358 255,216 255,702

計

13,124

18,762 16,888 17,177 17,036

983 2,605 1,628 1,420

合併以降の主要な取組及び実績

38,035

40,235 41,412 42,582 43,960

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ27

11,973 7,235

23,810 28,559 32,733

51,371 51,453 44,843 52,010

418,972 405,640 397,429 368,922

255,094

497,092 509,713 486,337 443,334

241,390 255,094 252,781 242,144

33,653 32,617 30,778 25,691

13,908

252,781 245,309 242,144

４．歳入確保からの方策  

〔主要な取組〕・・・市税等自主財源の確保  

 歳入の根幹である市税等については、税負担の公平性確保の観点 

からも引き続き、課税客体の適正把握に努めるとともに、滞納対策 

については、納付に応じない者に対する差押え等の強化を図ります。 

また、納付奨励の観点から行政サービス制限条例等を検討し歳入の 

積極的な確保に努めます。  

 なお、行政機能を廃止した施設（普通財産）については、積極的 

な譲渡、貸付等により有効活用を行い併せて既存の維持管理経費の 

削減を図ります。  

 

 その他の財源として、ふるさと納税制度の活用、太陽光発電事業 

特別会計の安定的運営に努めます。  

  

  ①  課税客体の適正把握(税負担の公平性確保等)  

  ②  滞納対策  

    （納付に応じない者に対する差押強化、行政サービス制限条例 

   等の検討）  

  ③  財産収入の強化（普通財産の積極的な譲渡、貸付等）  

  「公共施設の見直しに関する指針」等により処理された施設等 

   の譲渡、貸付等への積極的な取組 

  ④  太陽光発電事業特別会計の安定的運営  

    ⑤  ふるさと納税制度の活用  

  

〔主要な取組〕・・・受益者負担の適正化  

 使用料、手数料の受益者負担金は、特定のサービスを利用する方 

に対するサービスの対価であり、利用者と非利用者の負担の公平性 

については、利用者の応分の負担により公平性が確保されることを 

認識し、受益者負担の適正化に努めます。  

  

  ○  豊後大野市財政運営の基本指針等に関する条例（平成25年 

    豊後大野市条例第28号)第12条の規定「市は、使用料、手 

    数料及び負担金等について、受益者による負担の適正化を 

    図り、必要に応じ総合的な見直しに努めるものとする。」 

    に基づき、見直しを検討します。  
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■財産貸付等に係る実績（土地・建物／上段：有償貸付、下段：無償貸付）（単位：件、円） ※ その他：駐車場、自動販売機等

■財産売払収入に係る実績 （単位：円）

※ 土地の売払収入には、県道改修工事に伴う市有地の売却等、事業絡みの案件も含む

■ふるさと納税制度の状況 （単位：件、千円）

■有料広告に係る実績 （単位：円）

■学校施設における使用料等の実績 （単位：円） ■社会教育施設における使用料等の実績 （単位：円）

 ① 使用料の統一（平成18年度より実施）･･・市体育施設条例、市体育施設条例施行規則

学校体育館使用料の設定・統一（平成18年7月～）  ② 居住区分（市内・市外）ごとの使用料の見直し

※ それ以前は、緒方町、朝地町、千歳町の施設のみ徴収  ③ 減免基準の見直し

H28

5,233,130

-444,530 

H28

447,180

246,720

904,640

H27

539,700

190,180

61,680

61,680

51,400

61,680

5,310,300

51,400

806,980

221,370 363,685 163,030

H27

5,677,660

367,360

700,953 41,600

32,457,754 30,511,456

H27

件数 納付額

834,500

32,807,217

216,000

10,700

12,576,110

51,1001,844,759

25

230 15,812,440

12,515,284

230 28,327,724

H28

14

254 16,325,196

11,728,133

254 28,053,329

12,279,224

28,811,724

H28

件数 貸付額

118 9,692,930

68

19 6,119,510

H27

件数 貸付額

140 12,176,885

82

18 4,148,31119 6,104,910

13

203 16,532,500

203

12,298,310

H27

31,972,717
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H26

522,660

716,190

1,238,850

665,000 817,260

件数 納付額

市　内 0

項　目
H17 H22

件数 貸付額 件数 貸付額

718,140

1,090,000

土　地
92 14,137,426 76 11,167,114

41 42

建　物
20 4,318,040 19 4,292,140

12 16

H23

472,800

2 30,000 3

155,700

26,319,807

計 165 18,455,466 153 15,459,254

その他 5,473,805 5,430,210

10,330 1

H24 H25

6,600 103,585 5,025,595

使用料(中学校) 522,275 680,750 683,600 704,840

計 8,872,311 8,292,671

項　　　　目 H17 H22

13,560,054

1 300

2,645

100

538,780

832,530

1,371,310

H28

195,320

630,000

3

H23

件数 貸付額

78 9,590,464

34

使用料(小学校) 92,530 565,180

土地建物 8,714,811 8,100,270

立　　木 192,401

合　計 165 23,929,271 153 20,889,464

項　　目 H17 H22

13,080,654

273 2 350

13 940 17 1,300

2

68 2,695

89 4,245

280 5 440 6 480 20 1,450

135,000

計 750,000

22

18

23 6,112,190

13

合　計 614,805 1,245,930

件数 納付額

公 用 車 157,500

物　　品

0 3 148

県　内

7,173,130

152 16,763,594

H26

件数 貸付額

125 10,427,590

46

24 6,289,350

H25

件数 貸付額

83 10,008,650

42

H24

件数 貸付額

73 11,730,935

48

13

162 16,298,000

157 27,911,803152 27,170,816

10,407,222

157 17,843,125

H26

162 27,565,294

10,068,678

26,060,522 26,731,206 25,269,537

11,267,294

項　目 H22 H23 H24 H25 H26 H28

3,355,560

件数 納付額 件数 納付額 件数 納付額

県　外

280,000

2,033

計 16 1,213 22 1,798 26 1,970 45 31,800 69 12,843

23 1,390 38 1,360 60

項　　目 H19 H22

375,000

H23 H24 H25

120,000 120,000 60,000

455,000

庁舎壁面広告

ゴミ袋包装紙

HP広告 120,000 120,000

公用車広告

280,000

120,000

市報広告

1,237,730 1,268,570 1,257,133

H27

554,650

655,650

1,210,300

H23 H24 H25

554,130 563,730 538,993

合併以降の主要な取組及び実績

項　　　目 H17 H22 H23 H24 H25 H26

4,783,585

61,680

30,000 55,000

40,000 60,000 60,000 51,400

H26

150,000 600,000 210,000 508,860

145,000

使 用 料 等 5,941,870 6,151,060 4,562,215

対　前　年 － 479,375 -1,588,845 

5,147,270

2,557

87

1

件数

42,709

39,334

3,275

100

納付額

４．歳入確保からの方策  

〔主要な取組〕・・・市税等自主財源の確保  

 歳入の根幹である市税等については、税負担の公平性確保の観点 

からも引き続き、課税客体の適正把握に努めるとともに、滞納対策 

については、納付に応じない者に対する差押え等の強化を図ります。 

また、納付奨励の観点から行政サービス制限条例等を検討し歳入の 

積極的な確保に努めます。  

 なお、行政機能を廃止した施設（普通財産）については、積極的 

な譲渡、貸付等により有効活用を行い併せて既存の維持管理経費の 

削減を図ります。  

 

 その他の財源として、ふるさと納税制度の活用、太陽光発電事業 

特別会計の安定的運営に努めます。  

  

  ①  課税客体の適正把握(税負担の公平性確保等)  

  ②  滞納対策  

    （納付に応じない者に対する差押強化、行政サービス制限条例 

   等の検討）  

  ③  財産収入の強化（普通財産の積極的な譲渡、貸付等）  

  「公共施設の見直しに関する指針」等により処理された施設等 

   の譲渡、貸付等への積極的な取組 

  ④  太陽光発電事業特別会計の安定的運営  

    ⑤  ふるさと納税制度の活用  

  

〔主要な取組〕・・・受益者負担の適正化  

 使用料、手数料の受益者負担金は、特定のサービスを利用する方 

に対するサービスの対価であり、利用者と非利用者の負担の公平性 

については、利用者の応分の負担により公平性が確保されることを 

認識し、受益者負担の適正化に努めます。  

  

  ○  豊後大野市財政運営の基本指針等に関する条例（平成25年 

    豊後大野市条例第28号)第12条の規定「市は、使用料、手 

    数料及び負担金等について、受益者による負担の適正化を 

    図り、必要に応じ総合的な見直しに努めるものとする。」 

    に基づき、見直しを検討します。  
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■財政比較分析（H27年度）

【財政力指数】 【ラスパイレス指数】 【実質公債費比率】

※　（　）は前年度（＝Ｈ２６） ※　（　）は前年度（＝Ｈ２６） ※　（　）は前年度（＝Ｈ２６）

【現状分析】 【現状分析】 【現状分析】

【比較】 【比較】 【比較】

【対応】 【対応】 【対応】

　指標は、大きく地方交付税に依存していることを意味しているが、
その普通交付税が逓減されることから、引き続き地方税収納対策に
努めるほか、事務事業評価結果の活用による事務事業の抜本的な
見直しを行い、行財政運営の効率化に努めるなど、財政基盤の強
化を図る。

　給与構造見直し（職務職階制の実施）や組織・機構の再編を実施
しているが、更なる給与削減のために、勧奨等の取組を積極的に行
う。
　また、職員数の適正化と併せて人件費の適正管理をすすめ職員
の減少に対応するために「協働のまちづくり」を推進し、市民・議会
に対して、その主旨の理解と周知を図る。

　今後も集中改革プランに基づき、安易な起債発行を行わないもの
とし、緊急度、住民ニーズを的確に把握した事業選択により、起債に
大きく頼ることのない財政運営に努める。

　財政力が弱い団体同士の合併であり、人口減少や全国平均を上
回る高齢化率に加え、市内に核となる産業がないこと等から財政基
盤が弱く、類似団体平均を大きく下回っている。

平成25年8月から平成26年4月まで行った給与削減措置が終了した
ことにより、県内類似団体よりも高い数値となっている。

　臨時財政対策債発行可能額以内の借入等集中改革プランの実践
により、起債抑制策に効果が見られ、昨年度より1.1ポイント改善され
全国類団でも上位となっている。

　県内は全国値より0.2ポイント低い状況である。その県内において
も、0.11ポイント低く、全国、県内、類似団体（全国）、類似団体（県
内）の全てを下回っている。

　全国平均（市）、全国平均（町村）、県内類団を上回っているが、県
内平均（市）とは同値となっている。

　全国平均より1.5ポイント、県内平均より2.9ポイント、類似団体（全
国）より4.8ポイント、類似団体（県内）より3.0ポイント良好な状態と
なっている。

 〈指標説明〉
　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償
還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率。借入金（地方
債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程
度を示す指標ともいえる。

豊後大野市 0.26 豊後大野市 101.0 豊後大野市 5.9

豊後大野市
101.0

(101.1)
110/119

(168/172)

 〈指標説明〉
　地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財
政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値。
　財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きい
ことになり、財源に余裕があるといえる。

 〈指標説明〉
　加重指数の一種で、重要度を基準時点（又は場）に求めるラスパ
イレス式計算方法による指数。ここでは、地方公務員の給与水準を
表すものとして、一般に用いられている国家公務員行政職（一）職員
の俸給を基準とする地方公務員一般行政職職員の給与の水準を表
している。

豊後大野市
0.26

（0.26）
96/119

（146/172）

全国類似団体 0.39

県 内 類 団 0.37 8.9

10.7県内平均（市） 101.0
豊後大野市

5.9
(7.0)

7/119
(22/172)

全国類似団体

県 内 類 団 100.8 県 内 類 団

全 国 平 均

県 内 平 均 0.39 全国平均（町村） 98.3 県 内 平 均

7.4

8.8

参考資料①－１　　Ｈ２７年度財政比較（類似団体比較：「大分県ＨＰ市町村財政のすがた」より）
　　　　　　　　　※比較可能な最新値のＨ２７年度で分析（Ｈ２３年度より市町村類型がⅠ-0からⅠ-1へ変更された。）

団体名 指数 順位
全 国 平 均 0.50

団体名 指数 順位
全 国 平 均（市） 99.1

団体名 数値 順位
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■財政比較分析（H27年度）

【将来負担比率】 【経常収支比率】

【現状分析】 （参考）臨財債を除いた場合

【経常収支比率】

※　（　）は前年度（＝Ｈ２６） ※　（　）は前年度（＝Ｈ２６）

【比較】

【対応】

【現状分析】

【比較】 【地方債残高】県内類団比較

【対応】

【基金積立額】県内類団比較

津久見市 4,123,487 218,105

22,829,954 645,844

県内（市）平均額（円）

（用語説明）
　特定の目的のために財産を維持し、資
金を積み立て又は定額の資金を運用する
ために設けられる資金又は財産。287,680

19,289,738 506,585

11,256,658 482,249

6,645,409 187,994

金額（千円） 人口１人当たり額（円）

団体名 数値

臼杵市 8,559,116 211,634

豊後大野市 87.4

豊後大野市 26,380,252 692,795

 〈指標説明〉

　財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助
費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的
経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を
中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財
源）、減収補填債特例分及び臨時財政対策債の合計額に占
める割合。
　この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充
当されているかを見るものであり、比率が高いほど財政構造
の硬直化が進んでいることを表す。

　全国、県内、類団との比較では良い数値となっている。
合併算定替えの影響である。

834,799

県内（市）平均額（円）

（用語説明）
　地方公共団体が事業等を行う際に、資
金調達した債務の残額。

　※ 合併当初残額（38,300,847千円）

　第3期プランに基づき、合併で一時的に増加している職
員数の補充抑制等の継続実施に努める。また、公債費に
ついても、安易な起債発行を制限し、適正な起債計画を
実施することで、削減に努めていく。

19,485,885

628,640

614,461

豊後大野市
83.7
(85.6)

11/119
(34/172)

全国類似団体 88.9

津久見市 11,805,935 624,454

豊後大野市 83.7

団体名 金額（千円） 人口１人当たり額（円）

県 内 平 均 90.1 　合併算定替えの影響もあるが、前年度と比較すると1.9
ポイント改善されており、全国類団比較でも5.2ポイント良
好な数値となっている。

臼杵市 25,424,095

県 内 類 団 90.4

順位

　公債費等義務的経費の削減を中心とする行財政改革を進め、財
政の健全化に努める。

そ
の
他

団体名 数値

由布市

由布市

団体名 数値 順位
全 国 平 均 38.9

6.5

団体名

豊後高田市

豊後大野市

豊後高田市

参考資料①－２　　Ｈ２７年度財政比較（類似団体比較：「大分県ＨＰ市町村財政のすがた」より）
　　　　　　　　　※比較可能な最新値のＨ２７年度で分析（Ｈ２３年度より市町村類型がⅠ-0からⅠ-1へ変更された。）

全 国 平 均 90.0

　昨年度より20.2ポイント改善し、△50.8「－標記」となっている。その
主な要因としては、財政調整基金及び公共施設整備基金等への積
立（1,481,893千円）により、充当可能基金残高が増加したことがあげ
られる。

　全国、県内、類似団体（全国、県内）と比較して全て良好な状態で
ある。全国類団で1位となっている。

豊後大野市 △ 50.8

 〈指標説明〉
　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、
当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債
の標準財政規模を基本とした額に対する比率。地方公共団体の一
般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担
等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度
合いを示す指標ともいえる。

豊後大野市
△50.8
(△30.6)

1/119
(1/172)

類 似 団 体 58.5

県 内 類 団 29.3

県 内 平 均
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